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決算概要決算概要

344

572

732

5,595

当年度(A)

連　　　結

322

501

646

5,368

前年度(B)

106.9

114.2

113.3

104.2

前年比%

(A)/(B)

111.6

115.9

116.0

104.2

前年比%

(A)/(B)

301

470

598

5,134

前年度(B)

336

545

693

5,350

当年度(A)

単　　　独

当期純利益

経常利益

営業利益

売上高

（単位：億円）

2007年3月期決算（増収・増益）のポイント

0.64.4 0.54.9 4.34.9
ＲＯＡ
(総資産営業利益率)

費　用

収　入連結

・

単独
（増加要因）燃料価格の上昇など

（減少要因）減価償却費の減少など

（増加要因） 販売電力量の増加、燃料費調整制度の影響など

（減少要因） 電気料金の引下げなど

費　用

収　入連結

・

単独
（増加要因）燃料価格の上昇など

（減少要因）減価償却費の減少など

（増加要因） 販売電力量の増加、燃料費調整制度の影響など

（減少要因） 電気料金の引下げなど

費　用

収　入連結

・

単独
（増加要因）燃料価格の上昇など

（減少要因）減価償却費の減少など

（増加要因） 販売電力量の増加、燃料費調整制度の影響など

（減少要因） 電気料金の引下げなど

費　用

収　入連結
・
単独 （増加要因）燃料価格の上昇など

（減少要因）原子力発電所高稼働、減価償却費の減少など

（増加要因） 販売電力量の増加、燃料費調整制度の影響など

（減少要因） 電気料金の引下げなど
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収支比較表（連結）収支比較表（連結）

120.635173209　法　　人　　税　　等

122.0045　少数株主持分利益

1,281.612113　渇水準備金引当又は取崩し

112.721170191営業外費用

103.31634,8915,055合　　　　　　　　　計

　当　　期　　純　　利　　益

　法人税等調整前当期純利益

[営　　業　　利　　益]

　経　　常　　利　　益

　その他事業営業費用

　電気事業営業費用

営業費用

合　　　　　　　　　計

営業外収益

　その他事業営業収益

　電気事業営業収益

営業収益（売上高）

104.32345,3935,628

103.01414,7214,863

経
常
費
用

104.22275,3685,595

経
常
収
益

104.22145,1245,339

105.413243256

126.462532

102.91284,5054,634

106.012216229

(113.3)

114.2

( 86)

71

( 646)

501

( 732)

572

111.859500559

106.922322344

前年比％
(A)/(B)

増　減
(A)-(B)

前年度
(B)

当年度
(A)

（単位：億円）
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販売電力量販売電力量

（単位：百万kWh）

販売電力量　対前年比２．２％の増加

小　　　計

電　　　力

（時間帯別電灯再掲）

電　　　灯

小　　　計 103.763017,07417,704

産　業　用

業　務　用

合　　　計

特定規模
需　要

特定規模
需要以外

104.23438,1348,477

前年比％
(A)/(B)

679

287

49

△50

(133)

99

増　　減
(A)-(B)

前年度(B)当年度(A)

100.413,75913,808

2,218 97.72,168

103.28,9409,227

(109.4)

100.9

(1,427)

11,541

(1,560)

11,640

102.230,83331,512

電灯・電力は、冬季の気温が前年に比べ高く推移したことによる暖房需要の減少はあったもの
の、積極的な販売活動を展開した結果、オール電化住宅が普及拡大したことなどにより、前年比
０．４％の増加。

特定規模需要は、大規模小売店の新規出店や鉄鋼業、紙・パルプで生産活動が好調に推移し
たことに加え、原油価格の高騰による自家発電から当社電力購入への切り替えなどにより、前
年比３．７％の増加。
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供給電力量供給電力量

原子力発電所の高稼働に努めるなど､供給設備の適切な運用をはかったことから、　
安定した供給を維持。

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

（％）

百万kWh

百万kWh

（％）

百万kWh

101.965834,57635,234合計

112.6△7△60△67揚水用

38.875△123△48融　通

107.43604,8815,241他社受電

100.823029,87830,108計

106.3

(5.5)

557

(87.5)

8,880

(93.0)

9,437

（設備利用率）
原子力

97.2△49217,64617,154火力

104.9

(3.5)

165

(100.4)

3,352

(103.9)

3,517

（出水率）

水力自

社

前年比%増減(A)-(B)前年度(B)当年度(A)

ー△0.763.362.6$/t海外炭CIF

ー7.755.863.5$/bl原油CIF

ー4113117円/$為替レート
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収支比較表（収益-単独）収支比較表（収益-単独）

　計　　

電力料

電灯料

1965,0705,267

1422,6382,781

電
灯
電
力
料

12022営業外収益

営

業

収

益
2155,1345,350計（売上高）

・水力発電所移設に伴う補償金計上(14)        186482その他収益

・電気料金の引下げ（△131）

・販売電力量の増（92）

・燃料費調整制度の影響など（235）

532,4322,486

経常収益 2165,1555,372

主　な　増　減　要　因
増　減

(A)-(B)

前年度

(B)

当年度

(A)

（単位：億円）



8

収支比較表（費用-単独）収支比較表（費用-単独）

（単位：億円）

営
業
外

　
　

費
用

渇水準備金引当 ・燃料価格上昇に伴う積立限度額増加12113

52424476購入電力料
・原子力発電量の増（△50）

・販売電力量の増（72）、燃料価格の上昇（106）

81825907燃料費需
給
関
係
費 計 1331,2491,383

営
　
　
業
　
　
費
　
　
用

営業外費用

△0772772人件費

1194,5364,656計

・情報処理費用の増（21）、再処理等準備費の計上(16)401,1501,190その他費用

・定率効果（△72）△49676627減価償却費

・流通設備に係る工事費の増（42）

・原子力発電所定期点検費用の減（△46）
△5687682修繕費

経常費用 1414,6854,826

・期限前弁済などによる支払利息の増（11）22148170

主　な　増　減　要　因増　減
(A)-(B)

前年度
(B)

当年度
(A)
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業績見通しとの比較（単独）業績見通しとの比較（単独）

10程度80程度95営業利益

・燃料費の減(△60)

　［販売電力量の減、燃料価格低下など］

・修繕費の増（30）

　［流通設備に係る工事費の増］

△20程度150程度119営業費用

・期限前弁済による支払利息の増（9）△10程度△10程度△20営業外損益

・販売電力量の減（△20）
(△1程度)

△10程度

(8程度)

230程度

（7）

215

(販売電力量)

売　上　高

70程度

10月見通し(B)

対前年度増減

経常利益 74

実績(A)

同程度

増　減

(A)-(B)
主な増減要因

（単位：億kWh，億円）
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貸借対照表（連結・単独）貸借対照表（連結・単独）

単独

連結

単独

連結

単独

連結

・有利子負債（△143）
△6510,42110,355

負　　債

12914,15814,287

・減価償却費（△627）

・設備投資（876）

13314,90115,034
資　　産

主な増減要因（単独）
増　減

(A)-(B)

前年度末

(B)

当年度末

(A)

・配当金（△105）

・当期純利益（336）1864,1484,335
純資産

1944,3924,587

△5710,0109,952

注：連結データは少数株主持分を除く

（単位：億円）

単独

単独

連結

連結

7,200億円以下（07年度末）△1727,4027,230

1.029.530.5

7,142

29.3

6,998

30.3

7,000億円以下（07年度末）△143

有利子負債残高　
　　　　　　　(億円)

30％以上（07年度末）
1.0

自己資本比率(%)
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連結キャッシュ・フロー連結キャッシュ・フロー

・固定資産の取得による支出の減（48）35△946△911投資活動CF

・減価償却費の減（△51）

・税金等調整前当期純利益の増（59）

・法人税等の支払額の減（80）

791,1121,191営業活動CF

主な増減要因
増　減

(A)-(B)

前年度

(B)

当年度

(A)

（単位：億円）

114166280差引CF

△113△168△282財務活動CF

・有利子負債の削減額の増（△112）（△112）（△ 61）（△173）（有利子負債増減）

（△　0）（△105）（△105）（配当金支払い）

1△2△1
現金および

現金同等物の増減額

（△　1）（△ 2）（△ 3）（その他）



2008年3月期見通し2008年3月期見通し
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業績見通し（連結・単独）業績見通し（連結・単独）

（単位：億kWh，億円）

103.36程度177183程度特定規模需要

計　　　　　　　　

特定規模需要
以外 電　力

電　灯

102.79程度315324程度

101.30程度2222程度

102.23程度116119程度販
売
電
力
量

前年比％

(A)/(B)
増 　 減
(A)-(B)

2006年度
(B)

2007年度見通し

(A)

連結・単独ともに　「売上高：前年並み／経常利益：減益」

当期純利益

経常利益

営業利益

売上高

81.2344

80.3572

83.3732

99.95,595

△70程度

△110程度

△120程度

同程度

280程度

460程度

610程度

5,590程度
連
　
　
結

当期純利益

経常利益

営業利益

売上高

80.2336

78.8545

82.1693

100.05,350

△70程度

△110程度

△120程度

同程度

270程度

430程度

570程度

5,350程度
単
　
　
独
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2007年度　経常利益　　　連結　460億円程度　／　単独　430億円程度2007年度　経常利益　　　連結　460億円程度　／　単独　430億円程度

経常利益の好転・悪化要因経常利益の好転・悪化要因

好　転　要　因好　転　要　因 悪　化　要　因悪　化　要　因

　　（収入増130－燃料費増100）

１３０億円退職給付費用の減

１６０億円計　

　　（数理計算上の差異償却など）

３０億円販売電力量の増

　　 （水力発電量減による燃料費増30など）

５０億円その他

　　（火力定期点検基数６→７基：うち本格点検１→４基）

６０億円燃料費調整制度の影響など

２７０億円計

５０億円原子力発電量減による燃料費の増

７０億円修繕費の増

４０億円電気料金引下げ

2006年度　経常利益　　連結　572億円　／　単独　545億円2006年度　経常利益　　連結　572億円　／　単独　545億円

差し引き　　△110億円差し引き　　△110億円
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連結キャッシュ・フロー見通し連結キャッシュ・フロー見通し

（単位：億円程度）

△50△911△960投資活動CF

税金等調整前当期純利益の減など△3101,191880営業活動CF

主な増減要因
増　減

(A)-(B)
2006年度

(B)

2007年度

見通し(A)

△360280△80差引CF

有利子負債の増など360△28280財務活動CF

（ 390）（△173）（ 220）　　　　（有利子負債増減）

（△20）（△105）（△130）　　　　（配当金支払い）

0△10
現金および

現金同等物の増減額

（△10）（△ 3）（△ 10）　　　　（その他）
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経営指標の見通し経営指標の見通し

見　通　し中期経営方針目標指　　標

2005－2007年度平均

４．４％程度４．５％以上
単　独

連　結ＲＯＡ
(総資産営業利益率)

2007年度末

３１％程度３０％以上
単　独

連　結
自己資本比率

７，０００億円以下

2007年度末

７，２００億円程度

７，４５０億円程度７，２００億円以下

単　独

連　結
有利子負債残高



【参 考 資 料】【参 考 資 料】
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主要諸元・影響額主要諸元・影響額

2006年度

60程度67程度63.555.8原油CIF価格（$/bl）

100程度102程度103.9100.4出水率（%）

93.0

117

実　　績

90程度

115程度

10月見通し

90程度87.5原子力設備利用率（%）

113

2005年度

為替レート（円/$）

2007年度見通し

120程度

主要諸元

影響額

10月見通し実　　績

7

10

5

10

8

2006年度

8

10

5

10

8

2007年度見通し2005年度

55出水率（1%）

149原油CIF価格（1$/bl）

8

11

10

9原子力設備利用率（1%）

8

7

金利（1%）

為替レート（1円/$）

（単位：億円程度）
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セグメント情報セグメント情報

電気事業

95

599

695

118

4,532

4,651

214

5,132

5,346

86△086△9増　減

646△364949前年度

141△122264145増　減

4,721△5745,296763前年度

227△122350136増　減

5,368△5775,945813前年度

△3

△697

△700

消去又は全社

735

5,560

6,296

計

73240当年度

営業利益

4,863909当年度

営業費用

5,595949当年度

売上高

連　結その他の事業

（単位：億円）
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0

5

10

15

05年度実績 06年度実績 07年度見通し

自家発売電切替

法人電化

生活関連分野

中期目標：１５億kWh以上の増加（05～07年度）中期目標：１５億kWh以上の増加（05～07年度）

(年度)

(億kWh)

３．９億kWh

約７．０

約２．７

約６．４

約６．６

約１．７

約４．２

１．６

０．８

１．５

１２．５億kWh

１５億kWh以上

【対前年比】

●自家発売電切替　321321％％
　　（05/3.3万kW→06/10.8万kW）

●法人電化　　　　　 120120％％

　　ビル空調　　　107％
　　業務用厨房　112％
　　融雪　 　　　　164％
　　産業用 139％

●生活関連分野 168168％％
　　オール電化住宅　181％　　
　　（05/0.9万戸→06/1.6万戸）

販売活動実績～中期目標と実績販売活動実績～中期目標と実績
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40.0 43.5

12.8 8.5

17.5 16.9

46.3 約46

7.8
8.3

9.3 約9

13.9
約14

23.4

約27

0

20

40

60

80

100

04 05 06 07(目通し)

2,976

4,646

3,798

4,410

約8,000
8,669

約6,000

6,850

約1,000

906

29程度

30.3

17.3

13.8

0

5,000

10,000

15,000

20,000

04 05 06 07(見通し)

0

5

10

15

20

25

30

販売活動実績販売活動実績

（戸）

9,056戸

6,774戸

戸建住宅

集合住宅

(年度)

（％）

オール電化住宅採用実績と見通し

リフォーム電化

ビル空調・電化厨房・融雪・産業関連の実績と見通し
（百万ｋＷｈ）

ビル空調

電化厨房

融雪

産業関連

暖房・給湯
を含む

(年度)

78.1 77.2

92.9
約96

108

千ｋW

222

件数

06年度

10

千ｋW

07年度
(見通し)

3398

千ｋW件数

05年度

自家発売電切替実績と見通し

16,425戸

約15,000戸

＊04､05年度のオール電化戸数にはリフォーム電化を含む。

新築採用率
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販売電力量実績販売電力量実績

ーーー102.2362102.438416,14516,12316,507下期

ーーー102.2317102.840914,68814,59615,005上期

ーーー102.3168103.02207,3317,2797,4992Q

0.8△ 0.217.8102.872105.01242,5552,5032,6279月

2.30.723.4102.971102.0512,4562,4762,5278月

0.10.719.6101.125101.9452,3202,3002,3457月

ーーー102.0149102.61897,3577,3177,506１Q

△0.5△2.214.9101.534102.0452,2582,2472,2926月

0.92.412.0103.073103.6872,4262,4122,4995月

△ 1.3△1.14.5101.642102.1572,6732,6582,7154月

ー

ー

0.3

△ 2.0

△ 2.5

ー

△ 1.0

5.8

11.3

平均気温

気温の推移

増　減

ーー102.2679102.679330,83330,71931,512年度

ーー101.2103102.01758,7168,6448,8194Q

0.8△ 0.4104.8127103.7992,6622,6902,7893月

2.31.299.9△ 299.3△ 212,9222,9412,9202月

2.12.699.3△ 22103.2973,1323,0133,1101月

ーー103.5259102.82097,4297,4797,6883Q

0.52.2103.795102.5652,5722,6022,66712月

1.60.7104.5109102.9712,4322,4702,54111月

0.4△ 1.3102.255103.0732,4252,4072,48010月

平年差前年差増減率増　減増減率

対前年実績対供給計画
前年度供給計画当年度

（単位：百万kWh，℃）



　
　本資料は2007年5月8日現在のデータに基づいて作成されております。また，証券取引法

上のディスクロージャー資料ではなく，その情報の正確性，完全性を保証するものではありませ

ん。本資料には将来の業績に関する記述が含まれておりますが，これらの記述は将来の業績

を保証するものではなく，リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は経営環境に関

する前提条件の変化などに伴い変化することにご留意ください。また，あくまで当社の経営内

容に関する情報の提供を目的としたものであり，当社が発行する有価証券の投資を勧誘する

ことを目的としたものではありません。本資料の利用については他の方法により入手された情

報とも照合確認し，利用者の判断によって行ってください。また，本資料利用の結果生じたい

かなる損害についても，当社は一切責任を負いません。

　

お問い合わせ先

北海道電力株式会社 ＩＲ室　　岩坂，岩井，阿地　

〒060-8677　札幌市中央区大通東1丁目2番地　

TEL : 011-251-4833(ダイヤルイン） FAX : 011-251-1607　

ＵＲＬ: http://www.hepco.co.jp
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